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■前提

平成１６年度公共事業費１，１０８億円を、Ｈ１７～１８の２年間で３０％削減

■試算結果

　１．経済に与える影響

摘要

410 島根県「Ｈ７島根県産業連関表」

210 　〃

　２．雇用に与える影響　‥　就業誘発係数による試算　　（常用労働者・非常用労働者）

1,900

2,700

　　　【参考】　従業者一人当たり年間完成工事高(年間売上高)による試算

1,100
～1,600

人

中小企業庁「中小企業の経営指標」
〔従業者一人当たり年間完成工事高
　　　　　　　　　　　1,520～2,398万円/人〕
国土交通省「建設関連業の経営分析」
〔測量設計技術職員一人当たり年間売上高

　　　　　　　　　　　　　　　　　　1,880万円〕

■３０％削減した場合の単年度(平均)影響度合い

▽ 名目県内総生産額▲１０５億円／年

・ 県内総生産額（Ｈ１３）　→　第１次産業５９１億円　建設業２，７３９億円

・ 石州瓦の付加価値額　→　９１億円(雇用者数９２４人）

・ 総生産額（Ｈ１３）に占める割合　→　▲０．４％

・ 名目経済成長率(過去１０年)

　→　ワースト　①(Ｈ１１)▲１．０％　②（Ｈ１３）▲０．６％　③（Ｈ５）０．７％　④（Ｈ９）０．８％

▽ 建設業における失業者▲９５０人／年

・ 建設業常用労働者(Ｈ１５)に占める割合　→　▲３．２％

・ 建設業常用労働者の対前年増減(過去１３年)

　→　ワースト　①（H１１）▲２，７０４人　②（Ｈ５）▲２，４６９人　③（Ｈ１４）▲２，０８３人　

　　 　　　　　　  ④（Ｈ１５）▲１，５４１人　⑤（Ｈ１３）▲６３８人

▽ 全産業における失業者▲１，３５０人／年

・ 常用労働者（Ｈ１５）に占める割合　→　▲０．６％
・ 常用労働者の対前年増減(過去１３年)

　→　ワースト　①（Ｈ１３）▲９，７１０人　②（Ｈ４）▲５，５２８人　③（Ｈ１４）▲５，２４９人　
　　　　　　　　   ④（Ｈ１２）▲４，１２２人　⑤（Ｈ８）▲３，６８６人

  建設業・コンサル業への影響人数
　　（常用労働者）

建設省「Ｈ７建設部門地域間産業連関表」
〔政府建設投資1億円による対自地域就業
誘発者数(中国)〕
　　　建設業７．４人、全産業１０．５人全産業への影響人数

建設業への影響人数

人

公共事業削減による影響

区分 試算結果

生産誘発額

億円
粗付加価値額に与える影響
　(≒県内総生産額)

程度

程度

程度

程度

程度


